
西日本空輸株式会社所属
川崎ベル式４７Ｇ‐２Ａ型ＪＡ７４１７
に関する航空事故報告書

昭和５０年９月１８日

航空事故調査委員会議決（空委調第８１号）

委員長　岡田實

委員　山口真弘

委員　諏訪勝義

委員　上山忠夫

委員　八田桂三

１　航空事故調査の経過

１．１　航空事故の概要

西日本空輸株式会社所属川崎ベル式４７Ｇ‐２Ａ型ＪＡ７４１７は、昭和５０年６月６日

０６時３４分ころ、宮崎県北諸県郡三股町の水田において農薬散布中、高圧線電柱の支持線に接 

触して墜落した。機体は大破し、機長は軽傷をおった。

１．２　航空事故調査の概要

昭和５０年６月６日～６月７日　現場調査

１．３　原因関係者からの意見の聴取

昭和５０年７月２８日　意見聴取



２　認定した事実

２．１　飛行の経過

当日、機長は確認飛行を終了したのち、０５時２５分に農薬散布のため、三股町の蓼池臨時 

ヘリポートを離陸した。

第８回目の散布は０６時２９分に同臨時ヘリポートを離陸後、別添見取図に示すごとく国道 

２６９号線に沿って速度約４０マイル／時、高度約１３メートルで散布し、後半に高度５～７ 

メートルに下げて散布中高さ１１メートルの高圧線電柱と高さ６．５メートルの電話柱を結ぶ支 

持線（直径７ミリメートル、長さ約５４メートルの鉄線。以下「支持線」という。）に接触し 

た。同機は支持線を切断した後、支持線をプッシュプル・ロッド及びメイン・ローター・マス 

トに巻きつけて引っぱったため支持線によりテール•ブームのほほ中間を折損し、接触地点か 

ら約３８メートル前方に墜落し、機体は右に横倒しとなった。

２．２　人の死亡、行方不明及び負傷

死傷
とう乗者

乗組員　その他
その他

死亡　０　―　０

重傷　０　―　０

軽傷　１　―　０

なし　０　―

２．３　航空機の損壊の程度

大破

２．４　航空機以外の物件の損壊

電柱支持線が切損したほか、水田約３０平方メートルが損害を受けた。

２．５　乗務員に関する情報

機長　昭和２６年６月６日生

事業用操縦士技能証明書（回転翼）第５６５４号

昭和５０年１月１０日取得



第１種航空身体検査証明書第１１３１１７４号

有効期間　昭和５０年３月２９日から

昭和５１年３月２８日まで

総飛行時間　２５７時間３７分

うちベル47型　６７時間３７分

最近３０日間の飛行時間　２時間５０分

２．６　航空機に関する情報

航空機型式　川崎ベル式４７Ｇ‐２Ａ型

製造年月日　昭和４０年３月２６日

製造番号　第５２１号

耐空証明書番号　第大４９‐２５７号

有効期間　昭和４９年１２月５日から

昭和５０年１２月４日まで

総飛行時間　４，４５１時間０８分

２．７　気象に関する情報

機長の口述によると、事故当時の気象は南南西の風約５ノット、視程１０キロメートル以上、 

くもりであった。

事故現場から約５キロメートル南西にある都城測候所の観測値は次のとおりであった。

０６時００分　南南西の風１．１メートル／秒、視程２０キロメートル、曇、気温２０．２度Ｃ

０７時００分　南の風１．２メートル／秒、気温２０．２度Ｃ

２．８　航空機の損壊に関する情報

バブル破損

キャビン破損

センター・フレーム破損

右側スキッド破損

左側スキッド変形

テール・ブーム折損

メイン•ローター・ブレード破損



マスト変形

エンジン・マウント変形

テール・ローター・ブレード破損

テール・ローター・ドライブ・システム破損

テール・ローター・ガード破損

３　事実を認定した理由

機長は、６月４日に乗用車に同乗して、国道２６９号線に沿って地元の案内人から散布予定 

地及び同不定地内の障害物についての説明を受けたが、支持線についての説明は受けなかった。

事故当日の朝、機長は地元の案内人（上記案内人とは別人）を同乗させ高度９０～１２０メ

ートル、速度３０～４０マイル／時で５分間上空から確認飛行を行ったが支持線についての説 

明は受けず、機長もこれを視認できなかった。

同機が飛行した両側の高圧線と電話線には危険標識（赤色の旗）による注意喚起の処置がな 

されていたが、同機が接触した支持線にはこの処置がなされていなかった。

同機のマストが接触した支持線は電話柱から約２０メートルの位置で、その高さは約７．８メ 

ートルと推定される。

支持線は黒ずんだ灰色をしており、同機の進行方向からみると、背景の山にとけこんで視認 

しにくい状況であったと考えられる。

機長は、８回目の後半に風を考慮して、効果的な散布をするため、高度を５～７メートルに 

下げ散布中、同機の直前に支持線を視認したが、回避する余裕もなく、支持線に接触したもの 

と推定される。

４　結論

(1)　機長は適法な資格を有していた。

(2)　航空機は、所定の耐空証明を有し、かつ整備されていた。

(3)　事前調査は地上及び上空から行れたが、接触した支持線に対する認識を欠いていたものと 

考えられる。



(4)　同機が接触した支持線には、危険標識による注意喚起の処置がなされていなかった。

(5)　同機の進行方向からみると、支持線は背景にとけこんで視認しにくい状況であったと考え

られる。

原因

本事故は、機長が接触した支持線を視認するのがおくれたため、機体を支持線に接触させた 

ものと認められる。

なお、支持線については、事前調査が不徹底であったものと考えられる。



事故現場付近見取図


